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 約 7 割の企業が若いものづくり人材の採用ができないと認識 

 売上に貢献する生産性向上策のトップは「他社にできない加工技

術や作業工程の確立」 
「ものづくり産業を支える企業の労働生産性向上に向けた人材確保、育成に関する調査」 

調査結果のポイント 
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平 成 ２ ９ 年 ６ 月 ２ 日 （ 金 ） 

ものづくり人材の採用・確保の状況 

＜ものづくり人材の応募がない・少ないと感じる企業は 8 割弱。若い人が採用できないと感じる企

業は約 7 割＞ 

 過去 3年間で、ものづくり人材の新卒採用を行った企業割合は 28.2％で、中途採用が 64.6％（P.3 

図表 1-1、1-2）。新卒採用、中途採用ともに、採用を行った企業割合は、規模の小さい企業ほど低

い。また、規模が小さくなるほど、募集したものの採用できなかった企業割合が高まっている。 
 ものづくり人材の採用・確保に対する評価について、8 割弱の企業が〈応募がない・少ない〉、ま

た〈求める技能レベルの人が採用できない〉と思う（「そう思う」＋「どちらかといえばそう思う」）

と回答。〈若い人が採用できない〉と思う企業も約 7割（P.4 図表 1-3）。 
ものづくり人材の育成・能力開発の取り組み 

＜人材育成・能力開発における課題のトップは「若年人材を確保できない」＞ 

 ものづくり人材の育成・能力開発における課題（複数回答）でも、トップは「若年ものづくり人

材を十分に確保できない」（46.3％）。規模が大きくなるほど、「指導する側の人材が不足している」

など指導する側に課題をもつ企業割合が高まっている。（P.8 図表 2-4）。 
労働生産性の向上に向けた取り組み 

＜自社の競争力強化策の中で、売上に最も貢献するのは「他社にできない加工技術・作業工程」＞ 

 自社の労働生産性の 3 年前と比べた変化をみると、向上した（「向上した」＋「やや向上した」）

とする企業割合は 40.3％。同業同規模の他社と比べた生産性の水準では、高い（「高い」＋「やや

高い」）とする企業割合が 29.0％（P.9 図表 3-1、3-2）。 
 生産性の向上など競争力強化に向けて実施している取り組み（複数回答）では、「コスト削減」

（42.5％）をあげる企業が最も多い（P.11 図表 3-5）。ただ、実施している取り組みのなかで売

上に最も貢献しているもの（単一回答）をみると、「他社にはできない加工技術や作業工程」

（15.3％）がトップにあがる（P.11 図表 3-6）。規模別にみると、規模が小さくなるほど「他社

にはできない加工技術や作業工程」をあげる企業割合が高い（P.12 図表 3-6の規模別表）。 
＜生産性が高い企業割合が最も高いのは「他社にできない加工技術・作業工程」実施企業＞ 

 競争力強化の取り組み別に、労働生産性が高いとする企業割合をみると、「他社にはできない加工

技術や作業工程」に取り組む企業が最も高い（37.1％）（P.12 図表 3-7）。 
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Ⅰ 調査の概要 

 
１．調査の趣旨・目的 

人手不足が進むなか、労働生産性の向上が中小企業・小規模事業者にとっても重要な課題

となっている。こうした観点から、ものづくり産業における中小企業（零細企業を含む）の

現状や位置付けを明らかにするとともに、労働生産性の向上に向けた人材の確保と育成に関

する課題や取組の実態等を把握するため、従業員 5 人以上の企業に対してアンケート調査を

実施した。なお、本調査は厚生労働省職業能力開発局からの要請により行ったものである。 
 
２．調査名 

「ものづくり産業を支える企業の労働生産性向上に向けた人材確保、育成に関する調査」 
 
３．調査対象 

全国の日本標準産業分類（平成 25（2013）年 10 月改訂）による項目「Ｅ 製造業」に分

類される企業のうち、プラスチック製品製造業、鉄鋼業、非鉄金属製造業、金属製品製造業、

はん用機械器具製造業、生産用機械機具製造業、業務用機械器具製造業、電子部品・デバイ

ス・電子回路製造業、電気機械器具製造業、情報通信機械器具製造業、輸送用機械器具製造

業に属する従業員数 5 人以上の企業 20,000 社。 
平成 26（2014）年経済センサス基礎調査（確報）での企業分布に従い、民間信用調査機

関所有の企業データベースから業種・規模別に層化無作為抽出した。 
 
４．調査方法 

郵送による調査票の配布・回収。 
 

５．調査実施期間 

平成 28（2016）年 11月 17 日～12 月 5日（調査時点は 11 月 1日現在）。 
 
６．有効回収数 

 有効回収数 5,565 件／有効回答率 27.8％ 
 

７．回答企業の属性 

 15 ページに掲載。 
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Ⅱ 調査結果の概要 

《１》ものづくり人材の採用・確保・定着 

 

１．過去３年間でのものづくり人材の採用 

（１）新卒採用 

 過去 3年間（2014 年度～2016 年度）にものづくり人材（※）の新卒採用を実施したか尋

ねたところ、「募集しなかった」が 62.8％、「募集したが採用できなかった」が 7.9％で、「採

用した」が 28.2％だった（図表 1-1）。企業規模が小さくなるほど新卒採用した企業割合は低

く、10 人未満では 1割以下（7.8％）、10～30 人未満では約 2 割（20.7％）にとどまる。 
     図表 1-1 過去 3年間でのものづくり人材の新卒採用     （単位：％） 

 

（２）中途採用 

 中途採用についても同様に尋ねたところ、「募集しなかった」が 28.6％、「募集したが採用

できなかった」が 5.9％で、「採用した」が 64.6％だった（図表 1-2）。10 人未満でも 4割弱

（38.3％）の企業が採用を実施していた。 
図表 1-2 過去 3年間でのものづくり人材の中途採用    （単位：％） 

 
 

２.これまでのものづくり人材の採用・確保に対する評価 

ものづくり人材のこれまでの採用・確保についてどう評価しているのか、〈ａ．応募がない・

少ない〉、〈ｂ．求める技能レベルの人が採用できない〉、〈ｃ．ものづくりへの適性がある人

が採用できない〉、〈ｄ．若い人材が採用できない〉という 4つの観点に分けて尋ねたところ、

そう思う（「そう思う」＋「どちらかといえばそう思う」）とする企業の割合が最も高かった

のは〈ａ．応募がない・少ない〉（計 78.7％）で、〈ｂ．求める技能レベルの人が採用できな

n

募集しな

かった

募集したが

採用できな

かった

採用した 無回答

計 5,565 62.8 7.9 28.2 1.2
【従業員規模】

10人未満 1,364 83.8 6.5 7.8 1.9
10～30人未満 2,315 68.5 9.4 20.7 1.4

30～100人未満 1,340 46.2 7.9 45.7 0.2
100～300人未満 337 16.0 4.5 78.6 0.9

300人以上 85 10.6 2.4 87.1 0.0

n

募集しな

かった

募集したが

採用できな

かった

採用した 無回答

計 5,565 28.6 5.9 64.6 0.8

【従業員規模】

10人未満 1,364 52.1 8.4 38.3 1.2

10～30人未満 2,315 24.8 6.2 68.2 0.9

30～100人未満 1,340 15.9 3.9 79.7 0.5

100～300人未満 337 10.1 3.9 85.2 0.9

300人以上 85 18.8 1.2 80.0 0.0

※ものづくり人材： 

技能者、技術者の総称 
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い〉についてそう思う（同）とする企業もほぼ同割合（計 78.2％）で続く（図表 1-3）。 

 

図表 1-3 これまでのものづくり人材の採用・確保に対する評価（n=5,565）     （単位：％） 

 
３．ものづくり人材の定着 

（１）定着率 

採用した後、3 年を経過しても辞めずに勤めるものづくり人材の割合（以下、3 年後定着

率と略）を【新卒採用】と【中途採用】に分けて尋ねたところ、【新卒採用】では、3年後定

着率が 8割以上とする企業が 52.0％とほぼ半数だった（図表 1-4）。8割以上とする企業の割

合は、規模が大きくなるほど高まり、「300 人以上」では 81.3％となっている。 
 

図表 1-4 採用後、3年を超えて勤めているものづくり人材の割合（定着率）が 8割以上の企業割合 

【新卒採用】 ※該当者なし、無回答を除いて集計（2区分）    （単位：％） 

 
 【中途採用】では、8 割以上とする企業は 47.4％だった（図表 1-5）。規模別にみると、10
人未満および 10～100 人未満の各規模では、8 割以上とする企業割合がそれぞれ、おおむね

40％台後半となっている。 
 
 

44.2 

39.1 

27.8 

35.3 

34.5 

39.1 

42.8 

35.5 

9.9 

11.6 

17.4 

16.3 

6.8 

5.7 

7.0 

8.3 

4.6 

4.6 

5.0 

4.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

a_応募がない・少ない

b_求める技能レベルの人が採用できない

c_ものづくりへの適性がある人が採用できない

d_若い人材が採用できない

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない 無回答

52.0

40.9

43.6

54.3

67.6

81.3

48.0

59.1

56.4

45.7

32.4

18.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計（n=2,149）

10人未満（n=257）

10～30人未満（n=715）

30～100人未満（n=776）

100～300人未満（n=284）

300人以上（n=75）

8割以上 8割未満
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図表 1-5 採用後、3年を超え勤めているものづくり人材の割合（定着率）が 8割以上の企業割合 

      【中途採用】 ※該当者なし、無回答を除いて集計 （2区分）  （単位：％） 

 
（２）過去５年間での定着状況の変化 

ものづくり人材の定着状況が、この 5 年間でどのように変化したか尋ねたところ、「悪く

なった」とする企業（17.2％）が「よくなった」とする企業（11.2％）を 6 ポイント上回っ

た（図表 1-6）。 

   図表 1-6 この５年間でのものづくり人材の定着状況の変化      （単位：％） 

 
 

（３）現在の定着状況に対する認識 

現在のものづくり人材の定着状況について、どう考えているか尋ねたところ、問題視して

いるとする企業（「非常に問題視している」＋「やや問題視している」）が 7割近く（計 66.6％）

に達した（図表 1-7）。規模別にみると、「非常に問題視している」とする企業割合は、おお

むね規模が小さくなるほど高まる。 

 

47.4

47.5

46.1

45.9

58.7

61.6

52.6

52.5

53.9

54.1

41.3

38.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計（n=4,527）

10人未満（n=924）

10～30人未満（n=1,953）

30～100人未満（n=1,181）

100～300人未満（n=303）

300人以上（n=73）

8割以上 8割未満

11.2

6.4

12.4

13.4

13.6

12.9

69.0

68.3

68.8

69.4

69.1

74.1

17.2

18.9

17.3

16.1

16.3

11.8

2.7

6.4

1.6

1.1

0.9

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計（n=5,565）

10人未満（n=1,364）

10～30人未満（n=2,315）

30～100人未満（n=1,340）

100～300人未満（n=337）

300人以上（n=85）

よくなった 変わらない 悪くなった 無回答
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 図表 1-7 現在のものづくり人材の定着状況をどのように考えているか      （単位：％） 

 
（４）ものづくり人材の定着を促すために取り組んでいる施策 

 ものづくり人材の定着を促すために実際に取り組んでいる施策を尋ねたところ（複数回答）、

「賃金水準の向上」（54.9％）を半数以上の企業があげ、次いで「能力を処遇に反映」（46.4％）、

「能力開発・教育訓練の実施」（32.8％）などの順で回答割合が高かった（図表 1-8）。 

 図表 1-8 ものづくり人材の定着を促すために取り組んでいる施策（複数回答 n=5,565） 

     （単位：％） 

 

《２》ものづくり人材の育成・能力開発の取り組み 

１．現在のものづくり人材の育成・能力開発の方針 

 現在のものづくり人材の育成・能力開発の方針について、もっとも近いものを選んでもら

ったところ、「今いる人材を前提にその能力をもう一段アップできるよう能力開発を行ってい

る」が 40.1％で最も多く、次いで「個々の従業員が当面の仕事をこなすために必要な能力を

身につけることを目的に能力開発を行っている」（29.5％）が多かった（図表 2-1）。規模別

28.8

29.8

30.4

26.9

23.7

18.8

37.8

33.5

39.0

39.5

41.2

45.9

26.1

24.3

24.7

28.6

30.0

29.4

5.3

7.7

4.9

4.0

4.5

3.5

1.9

4.7

1.0

1.0

0.6

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計（n=5,565）

10人未満（n=1,364）

10～30人未満（n=2,315）

30～100人未満（n=1,340）

100～300人未満（n=337）

300人以上（n=85）

非常に問題視している やや問題視している あまり問題視していない まったく問題視していない 無回答

54.9

46.4

32.8 32.4 32.3 31.2
25.9 23.9 21.7 21.3

17.3

9.6
6.8

1.9 1.0

8.8

1.4
0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

賃
金
水
準
の
向
上

能
力
を
処
遇
に
反
映

能
力
開
発
・教
育
訓
練
の
実
施

会
社
の
経
営
方
針
や
経
営
戦
略
の
従

業
員
へ
の
明
示

業
績
を
処
遇
に
反
映

職
場
の
人
間
関
係
の
改
善

福
利
厚
生
の
充
実

労
働
時
間
の
短
縮

社
員
の
家
庭
生
活
（育
児
・介
護
）な

ど
へ
の
配
慮

「提
案
制
度
」な
ど
従
業
員
の
意
見
を

吸
い
上
げ
る
取
り
組
み

仕
事
の
裁
量
性
の
向
上

チ
ュ
ー
タ
ー
制
度
・メ
ン
タ
ー
制
度
の

導
入

苦
情
処
理
の
仕
組
み
の
整
備
・充
実

キ
ャ
リ
ア
に
関
す
る
相
談
（キ
ャ
リ

ア
・コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
）の
実
施

そ
の
他

特
に
取
り
組
み
は
行
っ
て
い
な
い

無
回
答
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にみると、「数年先の事業展開を考慮して、その時必要となる人材を想定しながら能力開発を

行っている」企業割合は規模が大きくなるほど高まり、「特に方針を定めていない」とする企

業割合は規模が小さくなるほど高くなる。 
 

図表 2-1 現在のものづくり人材の育成・能力開発方針      （単位：％） 

 

 

２．ものづくり人材の育成・能力開発を目的とした具体的取り組み 

 ものづくり人材の育成・能力開発にかかる取り組みとして、どのようなことを行っている

か尋ねると（複数回答）、「日常業務の中で上司や先輩が指導する」（65.4％）が最も回答割合

が高く、「仕事の内容を吟味して、やさしい仕事から難しい仕事へと経験させる」（50.6％）

が続いた（図表 2-2）。「作業標準書や作業手順書を活用する」「改善提案の奨励」などは、規

模間での実施割合の差が大きく、規模が小さい企業では実施割合が低い状況となっている。 

 

図表 2-2 ものづくり人材の育成・能力開発を目的とした具体的な取り組み（複数回答） （単位：％） 

 

ｎ

数年先の事業

展開を考慮し

て、その時必

要となる人材

を想定しなが

ら能力開発を

行っている

今いる人材を

前提にその能

力をもう一段

アップできる

よう能力開発

を行っている

個々の従業員

が当面の仕事

をこなすため

に必要な能力

を身につける

ことを目的に

能力開発を

行っている

特に方針を

定めていな

い

無回答

計 5,565 14.8 40.1 29.5 14.7 0.9

【従業員規模】

10人未満 1,364 12.9 30.7 27.4 26.6 2.3

10～30人未満 2,315 14.6 39.7 31.9 13.2 0.6

30～100人未満 1,340 15.2 46.2 29.1 9.2 0.3

100～300人未満 337 18.1 50.7 27.0 3.9 0.3

300人以上 85 31.8 51.8 16.5 0.0 0.0

ｎ

日

常

業

務

の

中

で

上

司

や

先

輩

が

指

導

す

る

仕

事

の

内

容

を

吟

味

し

て
、

や

さ

し

い

仕

事

か

ら

難

し

い

仕

事

へ

と

経

験

さ

せ

る

作

業

標

準

書

や

作

業

手

順

書

を

活

用

す

る

主

要

な

担

当

業

務

の

ほ

か

に
、

関

連

す

る

業

務

も

ロ
ー

テ
ー

シ
ョ

ン

で

経

験

さ

せ

る

仕

事

上

の

相

談

に

応

じ

て

い

る

改

善

提

案

の

奨

励

後

輩

の

指

導

を

任

せ

る

新

規

の

業

務

に

チ
ャ

レ

ン

ジ

さ

せ

る

課

題

を

与

え

て
、

解

決

策

を

検

討

さ

せ

て

い

る

会

社

の

人

材

育

成

方

針

を

説

明

す

る

自

社

の

技

能

マ
ッ

プ

の

作

成

小

集

団

活

動

や

Ｑ

Ｃ

サ
ー

ク

ル

の

奨

励

技

能

伝

承

の

た

め

の

仕

組

み

の

整

備

チ
ュ

ー

タ
ー

制

度

・

メ

ン

タ
ー

制

度

の

導

入

一

人

ひ

と

り

の

育

成

計

画

を

作

成

す

る

社

内

検

定

な

ど

能

力

評

価

評

価

制

度

の

導

入

そ

の

他

実

施

し

て

い

な

い

無

回

答

計 5,565 65.4 50.6 33.0 23.0 21.9 21.3 21.0 18.7 12.2 11.2 11.0 10.1 9.1 8.2 6.5 5.9 0.6 4.8 1.3
【従業員規模】

10人未満 1,364 52.2 46.0 16.5 15.0 20.8 6.7 13.9 17.9 10.9 8.3 2.5 1.4 7.7 4.2 2.9 1.2 0.7 11.8 3.2
10～30人未満 2,315 68.9 56.5 30.2 21.4 23.3 15.9 24.5 19.0 10.3 10.5 7.2 4.6 9.3 8.0 4.1 3.5 0.5 3.2 1.0
30～100人未満 1,340 70.9 48.0 46.4 29.2 20.1 34.3 21.8 17.2 12.5 12.4 19.9 19.1 8.7 10.1 9.9 10.7 0.6 1.8 0.1

100～300人未満 337 74.5 41.2 58.2 38.0 18.7 53.7 17.8 21.7 22.6 17.5 30.0 35.6 11.3 14.5 16.3 17.2 1.8 0.9 0.6
300人以上 85 82.4 45.9 68.2 45.9 38.8 74.1 37.6 38.8 37.6 31.8 36.5 61.2 25.9 31.8 38.8 30.6 1.2 0.0 0.0
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３．人材育成・能力開発の取り組みの成果 

 ものづくり人材に対する人材育成・能力開発の取り組みにおいて、成果があがっているか

どうか尋ねたところ、全体では、成果があがっているとする企業（「成果があがっている」＋

「ある程度成果があがっている」）がほぼ 6割（計 59.4％）となっている（図表 2-3）。規模

別にみると、規模が大きくなるほど、成果があがっている企業の割合は高まる。 

 

 図表 2-3 ものづくり人材に対する人材育成・能力開発の取り組みの成果    （単位：％） 

 
４．ものづくり人材の育成・能力開発における課題 

 ものづくり人材の育成・能力開発における課題を尋ねると（複数回答）、「若年ものづくり

人材を十分に確保できない」（46.3％）が最も回答割合が高く、かつ、いずれの規模でも 4
割以上の企業があげた（図表 2-4）。また、規模が大きくなるほど、「指導する側の人材が不

足している」をあげる企業割合が高まっており、300 人以上の企業では 58.8％とほぼ 6 割に

達している。 

 

 図表 2-4 ものづくり人材の確保・育成における課題（複数回答）       （単位：％） 

 

5.9

5.9

5.7

5.5

6.8

10.6

53.5

44.3

53.5

59.0

68.2

68.2

27.8

26.3

29.1

29.1

22.3

21.2

7.6

13.4

6.9

4.9

1.5

5.2

10.1

4.8

1.4

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計（n=5,565）

10人未満（n=1,364）

10～30人未満（n=2,315）

30～100人未満（n=1,340）

100～300人未満（n=337）

300人以上（n=85）

成果があがっている ある程度成果があがっている あまり成果があがっていない

成果があがっていない 無回答

ｎ

若

年

も

の

づ

く

り

人

材

を

十

分

に

確

保

で

き

な

い

育

成

を

行

う

時

間

が

な

い

指

導

さ

れ

る

側

の

能

力

や

意

欲

が

不

足

し

て

い

る

指

導

す

る

側

の

人

材

が

不

足

し

て

い

る

指

導

す

る

側

の

能

力

や

意

欲

が

不

足

し

て

い

る

育

成

ノ

ウ

ハ

ウ

が

な

い

社

員

間

の

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

が

不

足

し

て

い

る

育

成

を

行

う

予

算

が

不

足

し

て

い

る

も

の

づ

く

り

人

材

の

定

着

が

悪

い

伝

承

す

べ

き

技

能

が

明

確

に

な
っ

て

い

な

い

外

部

の

訓

練

機

関

や

訓

練

コ
ー

ス

の

情

報

が

不

足

し

て

い

る

そ

の

他

特

に

課

題

は

な

い

無

回

答

計 5,565 46.3 32.8 31.8 24.5 20.4 17.0 15.8 14.7 13.4 10.8 3.2 0.8 9.3 2.7

【従業員規模】

10人未満 1,364 44.5 30.1 23.9 14.7 11.1 12.4 10.4 18.9 15.0 7.6 2.4 0.7 14.7 4.3

10～30人未満 2,315 48.6 30.6 33.8 22.3 19.7 16.2 15.3 14.8 14.1 9.3 3.4 1.0 9.1 2.5

30～100人未満 1,340 46.8 36.9 35.4 32.3 28.3 22.1 21.2 11.9 11.9 13.7 3.6 0.7 5.5 1.0

100～300人未満 337 40.7 41.8 38.0 41.2 30.3 22.3 20.2 9.2 11.3 18.1 3.0 0.9 4.5 1.2

300人以上 85 41.2 47.1 38.8 58.8 38.8 18.8 25.9 16.5 3.5 27.1 5.9 0.0 3.5 0.0
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《３》労働生産性の向上に向けた取り組み 

１.３年前と比べた労働生産性の変化 

 自社の労働生産性が 3 年前と比べて、どう変化したか尋ねたところ、「変わらない」とす

る企業割合が 43.1％と最も高いものの、向上した（「向上した」＋「やや向上した」）とする

企業が 4割（計 40.3％）を超えた（図表 3-1）。規模別にみると、向上した（「向上した」＋

「やや向上した」）とする企業の割合はおおむね、規模が大きい企業ほど高くなっている。 

  

  図表 3-1 ３年前と比べた労働生産性の変化               （単位：％） 

 

２.同業同規模の他社と比べた自社の労働生産性 

 同業同規模の他社と比べた場合の現在の自社の労働生産性をどう考えているか尋ねたとこ

ろ、高い（「高い」＋「やや高い」）とする企業がほぼ約 3 割（計 29.0％）で、「他社と同じ

くらい」が 42.3％などとなっている（図表 3-2）。 

  図表 3-2 同業同規模の他社と比べた自社の労働生産性の高さ        （単位：％） 

 

7.8

6.7

8.8

7.1

8.6

14.1

32.5

23.1

33.4

39.0

42.4

32.9

43.1

49.0

42.2

39.2

39.8

49.4

11.2

12.5

11.6

11.2

7.1

2.4

3.8

6.5

3.3

2.7

1.5

1.7

2.3

0.8

0.9

0.6

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計（n=5,565）

10人未満（n=1,364）

10～30人未満（n=2,315）

30～100人未満（n=1,340）

100～300人未満（n=337）

300人以上（n=85）

向上した やや向上した 変わらない やや低下した 低下した 無回答

4.2

4.3

5.3

3.1

1.8

2.4

24.8

22.9

27.6

22.8

26.4

16.5

42.3

41.7

40.6

45.7

45.4

50.6

21.9

21.8

21.1

23.7

22.3

22.4

4.5

7.2

3.8

3.8

2.7

2.4

2.4

2.1

1.6

1.0

1.5

5.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計（n=5,565）

10人未満（n=1,364）

10～30人未満（n=2,315）

30～100人未満（n=1,340）

100～300人未満（n=337）

300人以上（n=85）

高い やや高い 他社と同じくらい やや低い 低い 無回答
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 ものづくり人材の育成・能力開発の方針別にみると、「数年先の事業展開を考慮して、その

時必要となる人材を想定しながら能力開発を行っている」との方針をもつ企業において、労

働生産性が高い（「高い」＋「やや高い」）とする割合（計 35.0％）が最も高く、一方、「特

に方針を定めていない」企業は最も低い割合（計 17.2％）となっている（図表 3-3）。 

 

図表 3-3 人材育成・能力開発の方針別にみた同業同規模の他社と比べた自社の労働生産性の高さ 

          （単位：％） 

 

 

 また、人材育成・能力開発の取り組みにおいて成果があがっている企業（「成果があがって

いる」＋「ある程度成果があがっている」）と、成果があがっていない企業（「あまり成果が

あがっていない」＋「成果があがっていない」）との間で、労働生産性が高い（「高い」＋「や

や高い」）とする企業割合を比べると、成果があがっている企業の方が 15 ポイント以上、割

合が高かった（図表 3-4）。 

 

 図表 3-4 人材育成・能力開発の成果別にみた同業同規模の他社と比べた自社の労働生産性の高さ          

（単位：％） 

 

注）成果があがっている計＝「成果があがっている」＋「ある程度成果があがっている」、 

成果があがっていない計＝「あまり成果があがっていない」＋「成果があがっていない」 

 

３.生産性向上など自社の競争力強化に向けて実施している取り組み 

 生産性向上など競争力強化に向けて実施している取り組みを尋ねたところ（複数回答）、最

も回答割合が高かったのは「改善の積み重ねによるコストの削減」（42.5％）で、次いで「改

善の積み重ねによる納期の短縮」（35.9％）、「従来の製品/サービスに付加価値を付与した製

品/サービスの提供」（34.8％）、「高度な熟練技能を活かした他者にはできない加工技術や作

業工程の確立」（32.6％）などの順で回答割合が高かった（図表 3-5）。 

 

 

ｎ 高い

やや高

い

他社と

同じく

らい

やや低

い 低い 無回答

数年先の事業展開を考慮して、その時必要となる人材を想定しなが

ら能力開発を行っている

2,229 6.5 28.5 39.6 18.5 4.5 2.3

今いる人材を前提にその能力をもう一段アップできるよう能力開発

を行っている

1,639 4.9 28.5 40.6 20.7 2.8 2.4

個々の従業員が当面の仕事をこなすために必要な能力を身につける

ことを目的に能力開発を行っている

820 3.1 23.1 44.2 23.6 4.0 2.0

特に方針を定めていない 52 2.3 14.9 45.0 25.7 9.8 2.3

ｎ 高い

やや高

い

他社と

同じく

らい

やや低

い 低い 無回答

成果あがっている計 3,304 5.6 30.0 43.2 16.6 2.5 2.1

成果あがっていない計 1,973 2.0 17.0 40.1 31.3 7.8 1.8
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図表 3-5 生産性向上など競争力強化に向けて実施している取り組み（複数回答 n=5,565） 

                                       （単位：％） 

 
 生産性向上など競争力強化に向けて実施している取り組みとして選択した項目の中から、

売上に最も貢献している項目を１つ選んでもらったところ、「高度な熟練技能を活かした他社

にはできない加工技術や作業工程の確立」（15.3％）が最も回答割合が高く、次いで「従来の

製品/サービスに付加価値を付与した製品/サービスの提供」（13.5％）が入り、「改善の積み重

ねによるコストの削減」（10.9％）が 3番目に回答割合が高かった（図表 3-6）。 

 上位 3 項目のみ、規模別にみると、「高度な熟練技能を活かした他社にはできない加工技

術や作業工程の確立」は、おおむね規模が小さい企業ほど回答割合が高い（次頁の表）。一方、

「従来の製品/サービスに付加価値を付与した製品/サービスの提供」と「改善の積み重ねに

よるコストの削減」では、規模が大きくなるほど回答割合が高くなっている。 
図表 3-6 生産性向上など競争力強化に向けて実施している取り組みのうち、売上に最も貢献している

もの（SA、n=5,565）  （単位：％） 

 

42.5
35.9

34.8
32.6

30.0
28.3

26.8
24.0

20.2
12.5

11.8
11.1
10.9

7.6
7.3

6.6
6.2

5.8
4.4
4.3

3.7
2.8

0.6

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

改善の積み重ねによるコストの削減

改善の積み重ねによる納期の短縮

従来の製品／サービスに付加価値を付与した製品／サービスの提供

高度な熟練技能を活かした他社にはできない加工技術や作業工程の確立

単品、小ロットへの対応

営業力の強化

優良企業からの受注獲得、拡大

従来の技術に付加価値を付与した新技術の開発

国内の新たな取引先の開拓・拡大

大企業の参入が難しいニッチ分野への進出

製品の設計・デザイン力の強化

これまでにない革新的な技術の開発

これまでにない革新的な新製品、サービスの提供

医療、環境など成長が見込まれる分野への進出

大学、研究機関、他企業との連携

下請企業からの脱却

海外の新たな取引先の開拓、拡大

設計・開発業務に特化

国内生産拠点の設置・拡大

海外生産拠点の設置・拡大

その他

該当する取組がない

無回答

15.3
13.5

10.9
9.0

6.5
6.1
6.1

5.9
3.1

2.3
2.3

1.6
1.4

0.8
0.6
0.5
0.4
0.4
0.3
0.2
0.3

0.2
12.4

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0 14.0 16.0 18.0

高度な熟練技能を活かした他社にはできない加工技術や作業工程の確立

従来の製品/サービスに付加価値を付与した製品/サービスの提供

改善の積み重ねによるコストの削減

優良企業からの受注の獲得/拡大

営業力の強化

改善の積み重ねによる納期の短縮

単品、小ロットへの対応

従来の技術に付加価値を付与した新技術の開発

国内の新たな取引先の開拓・拡大

これまでにない革新的な新製品/サービスの提供

大企業の参入が難しいニッチ分野への進出

これまでにない革新的な技術の開発

製品の設計・デザイン力の強化

医療、環境など成長が見込まれる分野への進出

設計・開発業務に特化

下請企業からの脱却

海外の新たな取引先の開拓・拡大

海外生産拠点の設置・拡大

国内生産拠点の設置

大学、研究機関、他企業との連携

その他

該当する取組がない

無回答
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           ＜上位 3項目のみ 企業規模別＞ 

 
 

４．競争力強化に向けた取り組み別にみた労働生産性の状況 

競争力強化に向けて実施している取り組み別に、同業同規模の他社と比べて自社の労働生

産性が高いと考える企業の割合をみたところ、生産性が高い（「高い」＋「やや高い」）とす

る企業割合が最も高かったのは「高度な熟練技能を活かした他者にはできない加工技術や作

業工程の確立」を実施している企業（37.1％）で、次いで、「これまでにない革新的な技術の

開発」（36.9％）、「これまでにない革新的な新製品／サービスの提供」（36.5％）などの順で

高かった（図表 3-7）。 

図表 3-7   生産性向上など競争力強化に向けて実施している取り組み別にみた、自社の労働生産性

が高い（「高い」＋「やや高い」と考える企業割合            （単位：％） 

 

ｎ

高

度

な

熟

練

技

能

を

活

か

し

た

他

者

に

は

で

き

な

い

加

工

技

術

や

作

業

工

程

の

確

立

従

来

の

製

品

/

サ
ー

ビ

ス

に

付

加

価

値

を

付

与

し

た

製

品

/

サ
ー

ビ

ス

の

提

供

改

善

の

積

み

重

ね

に

よ

る

コ

ス

ト

の

削

減

計 5,565 15.3 13.5 10.9

【従業員規模】

10人未満 1,364 15.5 11.7 7.4

10～30人未満 2,315 16.6 13.4 10.2

30～100人未満 1,340 14.2 14.8 13.1

100～300人未満 337 12.2 16.3 19.3

300人以上 85 11.8 20.0 21.2

37.1
36.9

36.5
35.0
35.0

34.1
33.7

33.3
33.1
33.1
32.8
32.8

32.4
32.0

30.9
30.5
30.5
30.3

29.9
28.3

17.6
12.3

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

高度な熟練技能を活かした他社にはできない加工技術や作業工程の確立

これまでにない革新的な技術の開発

これまでにない革新的な新製品/サービスの提供

国内生産拠点の設置

大学、研究機関、他企業との連携

海外生産拠点の設置・拡大

優良企業からの受注の獲得/拡大

設計・開発業務に特化

改善の積み重ねによる納期の短縮

下請企業からの脱却

医療、環境など成長が見込まれる分野への進出

海外の新たな取引先の開拓・拡大

従来の技術に付加価値を付与した新技術の開発

大企業の参入が難しいニッチ分野への進出

製品の設計・デザイン力の強化

従来の製品/サービスに付加価値を付与した製品/サービスの提供

改善の積み重ねによるコストの削減

単品、小ロットへの対応

国内の新たな取引先の開拓・拡大

営業力の強化

その他

該当する取組がない
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５.今後、自社が成長する上で必要と思われる取り組み 

 競争力強化に向けて実施している取り組みに関する設問と同じ選択肢（図表 3-5 参照）で、

今後、自社が成長する上で必要と思われる取り組みを尋ねたところ（複数回答）、「営業力の

強化」（35.1％）が最も回答割合が高く、次いで「改善の積み重ねによるコストの削減」（28.6％）、

「優良企業からの受注獲得、拡大」（25.6％）などの順で回答割合が高かった（図表 3-8）。 

図表 3-8 今後、自社が成長する上で必要と思われる取り組み 

（複数回答、回答割合が高かった上位 10項目だけでグラフを作成 n=5,565）（単位：％） 

 
６.今後、自社が成長する上で、重要な役割を果たす人材 

 今後、自社が成長する上で、重要な役割を果たす人材（ものづくり人材を含む全従業員が

対象）を尋ねたところ（複数回答）、「工場管理・作業者の指導ができる工場管理者層」（53.8％）

を半数以上の企業があげ、最も回答割合が高く、次いで「生産現場の監督ができるリーダー

的技能者」（48.7％）、「複数の工程を担える多能工」（42.5％）などの順で高い（図表 3-9）。 
 

図表 3-9 今後、自社が成長する上で重要な役割を果たす人材（複数回答）       （単位：％） 
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国内の新たな取引先の開拓・拡大

改善の積み重ねによる納期の短縮

従来の製品／サービスに付加価値を付与した製品／サービスの提供

これまでにない革新的な技術の開発
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ｎ

工

場

管

理

・

作

業

者

の

指

導

が

で

き

る

工

場

管

理

者

層

生

産

現

場

の

監

督

が

で

き

る

リ
ー

ダ
ー

的

技

能

者

複

数

の

工

程

を

担

え

る

多

能

工

高

精

度

の

加

工

・

組

立

が

で

き

る

熟

練

技

能

者

生

産

管

理
（

工

程

管

理
、

原

価

管

理
）

職

製

造

方

法

・

生

産

シ

ス

テ

ム

の

改

善

が

担

え

る

生

産

技

術

職

国

内

営

業

職

新

製

品

開

発

が

で

き

る

研

究

職

・

開

発

職

経

営

ト
ッ

プ

層

経

営

企

画

職

海

外

営

業

職

そ

の

他

無

回

答

計 5,565 53.8 48.7 42.5 33.3 32.8 29.7 24.7 22.0 11.9 10.0 6.6 1.3 1.7

【従業員規模】

10人未満 1,364 37.6 31.0 41.9 36.2 17.8 17.7 18.4 16.5 7.6 6.0 3.4 2.4 3.2

10～30人未満 2,315 55.4 49.8 41.6 35.5 31.2 26.2 24.4 19.9 10.8 7.9 4.8 1.1 1.1

30～100人未満 1,340 65.4 62.1 44.3 29.0 45.5 39.9 30.2 25.3 16.5 14.2 8.7 0.5 0.4

100～300人未満 337 64.1 60.8 47.8 26.4 51.9 56.7 30.9 39.8 16.3 17.8 18.1 0.3 0.6

300人以上 85 63.5 69.4 57.6 32.9 52.9 61.2 29.4 54.1 27.1 42.4 25.9 0.0 0.0
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７.ＩＣＴ（情報通信技術）化の取り組み 

（１）どのような面でＩＣＴ化を進めているか、活用を検討中か 

 どのような面でＩＣＴ化を進めているか、もしくは活用を検討中か尋ねたところ（複数回

答）、「受・発注管理」（36.6％）が最も回答割合が高く、「ＩＣＴ化を進めていない」（30.8％）

を除けば「生産管理」（29.2％）が次いで高かった（図表 3-10）。規模別にみると、10 人未

満では 44.2％、10～30人未満では 31.1％の企業が「ＩＣＴ化を進めていない」と回答した。 
 
図表 3-10 どのような面でＩＣＴ（情報通信技術）化を進めているか、もしくは、活用を検討中か 

（複数回答）                           （単位：％） 

 
 

（２）ＩＣＴ化を実施する場合の課題 

 ＩＣＴ化を実施する場合の課題を尋ねたところ（複数回答）、「人材の不足」（41.9％）を 4
割の企業があげ、最も割合が高く、「ノウハウの不足」（34.3％）が続いた（図表 3-11）。 

 

図表 3-11 ＩＣＴ化を実施する場合の課題（複数回答）     （単位：％） 
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30～100人未満 1,340 17.7 19.1 42.2 16.9 17.7 46.5 16.1 11.0 0.4 23.1 1.6

100～300人未満 337 20.2 19.6 52.5 21.1 21.1 55.8 30.6 10.1 0.6 13.9 1.5

300人以上 85 34.1 37.6 63.5 36.5 36.5 60.0 55.3 18.8 1.2 8.2 1.2
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【従業員規模】

10人未満 1,364 36.5 27.3 30.3 17.4 15.3 1.2 20.5 4.3

10～30人未満 2,315 40.1 34.4 32.7 19.2 16.4 1.3 16.5 2.9

30～100人未満 1,340 47.2 39.3 37.8 19.2 13.4 0.9 11.6 1.7

100～300人未満 337 51.9 41.2 32.0 20.5 12.5 1.2 10.1 2.1

300人以上 85 60.0 47.1 43.5 27.1 8.2 0.0 15.3 1.2
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８.効率的な働き方に向けた取り組み 

 効率的な働き方に向け、行っている取り組みを尋ねたところ（複数回答）、「働きやすい作

業環境の整備」（52.9％）が最も回答割合が高く、「使いやすい機器・設備等の導入」（44.0％）

や「残業の抑制」（41.9％）をあげる企業も 4割以上に及んだ（図表 3-12）。 

図表 3-12 効率的な働き方に向けた取り組み（複数回答）               （単位：％） 
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